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I．はじめに

わが国の学校教育は、特殊教育から特別支援教育へと大きく転換している0文

部科学省（2003）の「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」では、「特

別支援教育とは、従来の特殊教育の対象の障害だけでなく、LD、ADHD、高機能

自閉症を含めて障事のある児童生徒の自立や社会参加に向けて、その一人‾人の

教育・ニーズを把握して、そのもてる力を高め、生活や学習上の困難を改善又克服

するために、適切な教育や指導を通じて必要な支援を行うものである」と定義し

ている。この報告の基本精神は、これまでの障害の種類や程度に応じて場を設け

て行う教育から、一人一人の個のニーズに、より的確に、より効果的に応えよう

とする教育への転換を意味している（上野，2006）。

このように、一人一人の個に対応した教育や支援が注目されるなか、近年、発

達障害学の分野で、データや根拠に基づいた治療や看護、訓練や介入などの必要

性が主張されている（宇野，2004）。宇野（2004）は、発達障害学におけるEvidence

Based Practice（EBP）の概念を提案し、LD、ADHD、高機能自閉症の診断評価の重

要性を述べた。教育現場においても、経験だけに依存した指導だけでなく、デー

や根拠に基づく客観的で効果的な指導実践がなされなければならない。特に、発

達障害た関しては医学をはじめとする心理学や教育学以外の学問領域からも研究

成果が日々報告されており、教育現場においても最新の研究成果を見据えつつ、

データや根拠に基づく指導実践を行っていく必要があろう。

しかしながら、学校教育現場において発達障害児への指導実践の現状などにつ

いて十分に明らかになっているとは言い難い。なかでも、学術論文の水準を維持

した学校教育現場での指導実践については、その動向すら十分に明らかになって

いない。これは、学校教育現場をフィールドとした発達障害児の指導実践に関す

る学術的研究の取り組みについて、十分に検討されていないといえよう。一人一

人の個のニーズに応じた教育が求められる今日、学校教育現場における発達障害

児へのより効果的な指導実践を導くためには、学術論文の水準を維持した研究動

向について現状と課題を明らかにしておくことも不可欠と考えられる。

そこで、本研究では現段階での学校教育現場での発達障害児への指導実践に関

して、特に学術論文で取り上げられていた論文を中心に分析し、現時点での学校

教育現場での発達障害児への指導方法に関する到達点と今後の課題について明ら
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かにすることを目的とする o 本稿では、近年の研究動向について明らかにするた

めに、過去 15年間における学術論文を分析対象とした。また、議論を明確にす

るために、発達障害には軽度発達障害とされる LD、ADHD、高機能自閉症・ア

スペルガー症候群については含めないことにした o

1I.方法

1 .分析対象

1992年度"-'2006年度の特殊教育学研究と発達障害研究を分析対象とした D こ

れらに掲載された論文のうち、主に学校教育現場での取り組みを行っている指導

実践に関する 50の論文を分析対象とした。なお、この判断は筆者らが行った。

2. 分析方法

対象となった全ての論文について、以下の 3つの視点から整理した。1)年代別

論文数の推移、 2)対象児に関すること(人数、性別、生活年齢、精神年齢、所属、

障害種別)、 3)指導方法に関すること(指導期間、指導回数、指導場面、指導方

法、指導領域)に整理した o

ill. 結果

1. 年代別論文数の推移

1992年から 2006年における年代別の論文数の推移は、 Fig.1の通りである o 1994 

年と 1995年が 8本と最も多く、 2003年と 2005年は O本と最も少なかった o 5カ

年ごとにまとめて推移を検討してみると、 1992年"-'1996年は 28本、 1997年'"'-'2001 

年は 16本、 2002年"-'2006年は 6本となっていた。 χ2検定を行った結果、有意

であった (χ2(2) =14.56， Pく訓)。残差分析の結果、 1992年"-'1996年代に比べて 2002

年"-'2006年は有意に少ないことが明らかとなったo
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2. 対象児に関して

対象となった平均人数を検討したところ、 2.0 人 (SD;2.29) で、範囲が 1 人~ 11 

人であったD 性別では、男子が 34名、女子が 13名であった。対象者の平均生活

年齢は、 128.8 ヶ月 (SD;40.08) で範囲が 77 ヶ月~ 204ヶ月となっていたD 平均精神

年齢は、 41.9ヶ月 (SD;22.37)で範囲が 10~ 90ヶ月であった。対象者の所属は養

護学校が 26名で特殊学級が 11名であった。 χ2検定を実施したところ、有意に

養護学校の方が多いことが明らかとなった (χ2( 1) = 6.08， Pく.05)。養護学校の

内訳は小学部 14名、中学部 6名、高等部 6名であった。内訳について、 χ2検定

を実施したところ、有意ではなかった (χ2(2) = 4.92， .05>p)。特殊学級の内訳は、

小学校 8名、中学校 3名であった。障害種別は、自閉症が 26名、知的障害が 17

名、ダウン症が 7名、自閉的傾向が 6名などであった O χ2検定を行った結果、

有意であった (χ2(3)= 19~00， Pく訓)。残差分析の結果、自閉症はダウン症や自

閉的傾向よりも多かった。

3. 指導方法に関して

指導期間について分析したところ、平均 8.27ヶ月(SD;9.87)であり、範囲が 0.5

ヶ月~ 57ヶ月であった。指導回数は、 27.96回 (SD;37.88)であり、範囲が 4~ 208 

回であった o 指導場面は授業が 13、個別の指導場面が 11、どういう場面か明確

な判断はできないものの教室で行ったのが 6、自由遊びが 4であった o χ2検定

をおこなったところ、有意でなかった (χ2(3) =6.235， p>O.5) 0 指導技法は、スク

リプト及び共同行為ルーティンによる指導が 7、応用行動分析に基づく指導法が

10、そのほか動作法や VOCAによる指導などが 1ずつであった。指導領域では、

言語・コミュニケーションが 27、認知、運動、社会性が 3ずつで、その他作業

学習、行動が 2ずつであった。 χ2検定を行った結果、有意であった (χ2(5) = 74.60， 

pく訓)0 残差分析の結果、言語・コミュニケーションの数が他に比べて多かっ

た。

N. 考察

1 .年代別の論文数の推移

各年代別に論文数を算出するとともに、 5カ年ごとにまとめて統計学的に検討

した結果、 1993 年~ 2006年にかけて論文数は少なくなっていることが明らかと

なった o この変化を指導技法との関係から考察してみると、 1993 年~ 1996年の

論文には、応用行動分析、動作法、インリアル、共同行為ルーティン、感覚統合

など多様な指導技法が含まれていた。 1997 年~ 2001年の論文には、主に共同行

為ノレーティンと応用行動分析が認められていた。 2002 年~ 2006年の論文には、

いわゆる特定の指導技法に依拠した論文というのは、応用行動分析以外には認め

られていなかった o 1993 年~ 1996年においては、 1980年代中期から、より自然

な場面を設定し対人的な相互交渉を通した言語指導方法の開拓が始められ、語用

論的アプローチが普及した(長崎~ 1998) 0 インリアノレや共同行為ルーティンは語
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用的アプローチをベースとしているが、 1990年代前半から後半にかけて学校教

育現場に浸透していったと推察される o なかでも、共同行為ルーティンによる指

導方法は、 1998年に教育現場や療育現場の実践研究を盛り込んだ書籍(iスクリ

プトによるコミュニケーション指導 障害児との豊かなかかわりづくりをめざし

て.長崎ら(1998) 川島書庖J)が出版され、発達障害児の言語・コミュニケーシ

ョン支援における新たな指導技法として学校教育現場でも定着化がはかられた。

共同行為ルーティンによる指導は、学校生活の文脈を利用した指導が可能である

ため、学校教育現場でも広く浸透していき研究が盛んに取り組まれたと推察され

る。

逆に、論文数の少なかった 2002年'"2006年においては、特定の理論的背景に

依拠した指導技法に関する論文が減っている o したがって、学校教育現場に提供

可能な理論的背景を備えた指導技法の導入の有無によって、論文数が変化をする

と推察される o 障害児への指導技法については、現在でも発達障害児への支援に

関する書籍において教育課程との関係などで数多く紹介されている(例えば，菅

野ら， 2006) 0 それにもかかわらず、論文数が減少しているということは、 2002

年'"'"'2006年の 5カ年は、学術論文の水準を維持しつつ学校教育現場で積極的に

取り組まれている指導技法はほとんど認められないということを示唆しているの

かもしれない。つまり、現在、発達障害児への学校教育現場における指導技法に

関しては、新たな理論の構築が滞っている状態と言えよう。したがって、今後は

応用行動分析など従来から取り組まれてきた指導技法の学校教育現場での発展性

を探るとともに、学校教育現場でも適用可能な新たな指導技法の開発が求められ

ると言えよう O

2. 対象児に関して

対象児の平均員数を算出したところ 2人程度であった o このことは、学校教育

場面においては 2名程度が事例研究を実施しやすいということかもしれない。し

かし、最大人数は 11名まで認められており、一括りには結論づけられないと考

えられる。発達障害児への教育・療育プログラムに関する書籍においても、社会

性以外においては全体的に集団指導ではなく、個別指導の割合が高いことが報告

されている(加藤・橋本 2003)。学校教育場面における教育・療育プログラムの

導入においても、個別指導の方が行いやすいという状況にあると推察される D 次

に、生活年齢に関しては平均が 10歳程度であり、 6歳代から 17歳代の対象児が

認められていた o 精神年齢に関しては、平均が 41.9ヶ月で 10'" 90ヶ月の範囲で

あったO ただし、精神年齢に関しては不明の対象児も多く、このなかには測定不

能と判断された対象児も含まれていると推測される o したがって、対象児の知的

発達水準は、最重度から軽度まで様々であると考えられる o

対象者の所属は養護学校が多く、養護学校及び特殊学級に共通して有意差はな

かったものの、小学生の方が中学生以降に比べて盛んに研究が取り組まれる傾向



が認められていた o 障害種別に検討してみると、自閉症児を対象とした研究がダ

ウン症などに比べて多かった。このことは、自閉症児を対象とした研究が学校教

育場面でも取り組みが盛んであり、継続的に発展していっていることを示唆して

いると言えよう o その一方、知的障害の一群であるダウン症児については、自閉

症児に比べると行動上の問題などは少ないことが指摘されている oダウン症児は、

明るく朗らかとされる性格に代表されるように、学校教育現場でも対人関係面で

の課題は重要視されることが少ないと考えられる o このことが、学術論文が自閉

症に比べて積極的に取り組まれていないという状況に影響を与えているのかもし

れない。ただし、細川らの研究(1998)にみられるように、ダウン症児にも学校教

育現場での行動上の問題などもある D したがって、学校教育現場における研究も

自閉症児に偏ることなく、ダウン症児を対象としても取り組まれていく必要性が

あると言えよう o

以上のことから、今後は個別指導場面だけでなく、集団指導の在り方を検討し

ていく研究の蓄積が期待されよう o また、対象児についても中学生以降で自閉症

以外の障害児に対する指導実践のさらなる取り組みが必要と考えられる。

3. 指導方法に関して

指導期間に関して分析したところ、平均 8.27ヶ月 (SD;9.87)であり、範囲が 0.5

ヶ月'"'-'57ヶ月であったD 最短 2週間、最長 4年間も継続的な実践研究が取り組

まれていたことになるが、指導期間には研究ごとに大きな聞きがあると言えよう o

1年以上の長期間に渡って指導を行っている内容を分析してみると、文字学習や

言語・コミュニケーションにかかわる領域が多く認められていた。よって、文字

学習や言語・コミュニケーションに関する領域については、長期間にわたって、

研究が継続的に取り組まれることもあると言えよう口しかしながら、共同行為ル

ーティンによる指導は 1年以内に行われており、また行動分析に関する論文も 1

年以上にわたった論文はあまり認められていない。したがって、これら 2つの指

導技法においては、学校教育現場においてそれほど長期間に渡る取り組みはなさ

れていないと考えられる o また、指導回数についても範囲が 4"-' 208固と極めて

幅が大きかった。指導回数は、指導期間にある程度相関すると推測されるが、指

導領域や指導技法との関係から一概には結論づけられないと考えられる o ただ、

学校教育現場では、一年単位で担任の教師が変わる可能性もある。こうした事情

を考慮すると、指導の継続性という観点から、一年以内での取り組みが望まれる o

指導場面は授業が 13、個別の指導場面が 11、どういう場面か明確な判断はで

きないが教室で行ったのが 6、自由遊びが 4であった o 指導技法は、スクリプト

及び共同行為ルーティンによる指導が 7と応用行動分析に基づく指導法が 10で

多かった。指導領域では、言語コミュニケーションが認知、運動、社会性などの

領域に比べて極めて多かった o 先にも述べたように、言語・コミュニケーション

の指導技法である共同行為ルーティンに関する研究論文は、年代によって増減が
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認められている。これは、日本における語用論の普及、浸透を反映した結果と考

えられる。一方、指導技法のなかでも、応用行動分析は 1993年代より今日まで

継続的に取り組まれており、学校教育現場において応用・発展できることを示し

ていると言えよう o 発達障害児の療育・教育プログラムについて検討した先行研

究(加藤・橋本， 2003)では、言語・コミュニケーション領域が 23%、認知・感覚

領域が 22%を占めていたと報告されている。しかしながら、近年の学術論文水準

では認知領域は言語・コミュニケーション領域に比べて少なく、学校教育現場で

積極的な研究が取り組まれていないと推察される。したがって、認知領域に関し

ては療育・教育プログラムでは多くの指導法があるものの、近年では研究が十分

に進んでいない状況と考えられる。

これらより、今後の課題としては 1年以内に一定の効果が期待できる指導技法

を探求するとともに、特に言語・コミュニケーション領域以外、例えば認知領域

などに着目していく指導実践の研究を積み上げていく必要性があると考えられ

る。併せて、ただ単に繰り返し行えばいいという視点ではなく、如何に指導期間、

指導回数を少なくして最大の効果を上げていくのかという観点から方法論の探求

を行っていくべきと考えられる o
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